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第１ 刑事裁判の基礎知識  
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 １  刑事裁判の原則 

裁判は一般に，訴えた側と訴えられた側がおり，両当事者が論争し，この論争につい

て第三者である裁判所が判断するという形で行なわれます。刑事裁判も，民事裁判など

他の裁判制度と同様に，このような形で行ないます。しかし刑事裁判には，一言でいう

と当事者の立場に「かたより」があり，他の裁判制度と異なる点がいくつもあります。 

 
第１に，裁判は一般に，訴えた側と訴えられた側は，対等な状態で始まるのですが，

刑事裁判はちがいます。訴えられた側（被告人）が「勝った状態」で裁判が始まります。

つまり，被告人は，無罪から出発する。これを「無罪推定の原則」といいます。 
裁判で有罪となれば，罰金，懲役，死刑など，市民の財産，自由そして場合によって

は生命までをも奪うことがあるのが刑事裁判です。それだけに，はっきりとした証拠が

なければ，このような結論を出してはなりません。これは，きちんとした証拠がないま

ま「疑い」だけで財産，自由，生命が奪われることがあった過去の歴史に学んで，大き

な犠牲を払ってきた人類が到達した，市民の権利，人間の尊厳を守るためのひとつの知

恵です。 
この知恵は，日本だけでなく，世界の裁判制度の規準となっています（世界人権宣言

１１条１項，市民的及び政治的権利に関する国際規約１４条２項）。つまり，刑事裁判

において訴える側（検察官）は，無罪推定をくつがえすだけの有罪証拠を提出できなけ

れば，有罪判決を獲得できません。これは，訴えられた側の被告人から見れば，被告人

は無罪を証明する必要はないことを意味します。そのため，被告人は公判廷で自ら説明

する義務もありません。「黙秘権」が認められているのも，無罪推定原則と深い関係が

あります。 
  
第２に，この「無罪推定をくつがえす証明」のハードルは，他の民事裁判などに比べ，

極めて高いものが要求されています。 
一般に，刑事裁判以外の裁判では，訴えた側は，訴えられた側の証拠に比べ，「確か

らしい」という程度に証明できれば，勝つとされています。しかし，刑事裁判では，そ

のレベルでは足りません。検察官は，常識に照らして合理的な疑問が残らない程度にま

で有罪を証明できないと，無罪推定をくつがえすことはできません。これを「合理的な

疑問を残さない程度の証明」と呼んでいます。被告人の側から見れば，「疑わしいだけ

では有罪にはされない」ということを意味します。これも市民の自由や生命，そして人

間の尊厳を守るための，人類の知恵の一つです。 
 
第３に，刑事裁判のこれらの証明や主張は，原則として，裁判所が進んで行うのでは

なく，訴えた側と訴えられた側の論争によって行われ，裁判所は第三者として判断をす

る，ということです。つまり，裁判所は，自ら進んで有罪・無罪を調査するのではなく，

検察官と被告人の主張や提出する証拠を見て，前述の規準にしたがって，裁定します。 
 
このように，刑事裁判で「真実を明らかにする」という意味は，裁判所が自ら進んで

真犯人を発見するということではなく，検察官の提出した証拠に常識的な疑問がないか
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どうかを判断することによって，疑問が残らなければ有罪，疑問が残れば無罪と判断す

ることなのです。 

 

裁判員のみなさんには，裁判官と一緒に，このような刑事裁判の原則と仕組みに従っ

て，判断していただくことになります。 
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２ 法廷の登場人物 

 

 法廷図と人物配置図 

①裁判員 ①裁判員

裁判所書記官 速記官（注２）
（注１） 廷吏（注３）

  　④検察官 ⑤弁護人

  　④検察官 ⑤弁護人

③被告人
　　⑥被害者参加人

②裁判官

傍聴席

裁判官：

法律の専門家として裁判員と一緒に

裁判をし，判決を出す。

検察官：

犯罪の捜査をして裁判所に犯

人の処罰を求め，有罪判決を

得るための証拠を提出して，適

正な処罰を求める。 弁護人：

法律の専門家として被告人の

主張を代弁し，被告人の権利を

守る。

裁判員：

一般の人から選ばれて裁判官と一緒に

裁判をし，判決を出す。

被告人：

犯人であると疑われる人。

（注２）速記官：裁判で行なわれた証

人尋問などを速記によって記録する。

（注３）廷吏：法廷において「起立」などと号令を

かけたり，書類のやり取りを仲介したりする。
（注１）裁判で行なわれたことを調書として記録し，

それを保管する。その他裁判官の補助をする。

被害者参加人：

事件によっては参加する場

合がある。
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①裁判員 

衆議院議員の選挙権を有する一般国民の中から選ばれます。 

法廷で裁判官と一緒に当事者の主張を聞き，証拠を見聞きして調べます。裁判員

自ら証人や被告人に質問することもできます。審理を終わってからの評議では，裁

判官と一緒に，被告人が有罪か無罪かを判断し，有罪の場合には刑の重さを議論し

て，判決の内容を決めます。裁判官と裁判員は，評議においては対等な立場にあり

ます。 

 

②裁判官 

法廷で裁判員と一緒に当事者の主張を聞き，証拠を見聞きして調べます。評議を

進行し，裁判員に法律的な問題点を説明しながら，裁判員と一緒に被告人が有罪か

無罪か，有罪の場合には刑の重さについて議論し，判決を出します。 

 

 ③被告人 

犯人であると疑われて起訴された人。起訴されるまでは「被疑者」（一般には

「容疑者」）と呼ばれます。被疑者・被告人は，裁判で有罪が確定するまでは無罪

であるとして取り扱われなければならないのが，国際的な原則です（無罪推定の原

則→p.8）。 

被告人が座る位置は，従来の法廷では，弁護人席の前や，裁判官席の正面など

でした。しかし，裁判員制度をきっかけに検討された結果，当事者として弁護人と

並んで座ることになる見とおしです。これによって，裁判中に弁護人と打合せもし

やすくなります。 

 

 ④検察官 

犯罪の捜査をし，捜査の結果，犯人と疑われる人（被疑者）に対して刑罰を科

す必要があると判断すれば，裁判所に対し，その被疑者の処罰を求めます（起訴）。 

裁判では，有罪判決を得るための証拠を提出し，被告人に対する適正な処罰を

求めます。 

 

 ⑤弁護人 

刑事手続において，被疑者・被告人の主張を代弁し，その権利を守ります。 

被疑者・被告人は，憲法上，刑事訴訟法上さまざまな権利を保障されています。

これは，国家や権力者が犯罪者を処罰してきた世界の歴史の中で，多くの不当な人

権侵害が繰り返された悲劇の中から，不当な人権侵害をすることなく適正な裁判を

実現するため，国際的に作られてきた原則に基づくものなのです。 

大事なのは，憲法や法律でそのような権利が保障されているというだけでなく，

それを実現することです。しかし被疑者・被告人は，法律の専門家ではありません。

加えて，捜査機関は，強大な権限を持っています。 

そこで，このような被疑者・被告人の権利を現実のものとするために，法律の
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専門家である弁護人の助けが必要となるのです。 

 

⑥被害者参加人 

 殺人や強盗致死，強盗致傷などある一定の事件の被害者は，被害者参加人として

刑事裁判の手続に参加することを認められる場合があります。この場合，被害者参

加人（または，その依頼を受けた弁護士）は，公判期日に出席することができます

し，直接，被告人側の情状証人に対して証人尋問をしたり，被告人質問をしたりす

ることができます。また，検察官の論告・求刑の後に，被害者参加人としての最終

的な意見を述べることもできます。 

 




